退職金規程
（適用範囲）
第１条    この規程は、就業規則第　　条に基づき従業員の退職金について定めたものである。ただし、勤続年数３年未満の者または日雇若しくは臨時社員については本規程を適用しない。

　２　　　本規程による退職金は、就業規則第　　条の正規の退職手続をとり、かつ業務引継を完了し、円満に退職した場合に支給する。
（支給額その１）
第２条　　従業員が次の事由により退職する場合は、退職時における各人の本給に勤続年数に応じて別表の支給基準率のＡ欄に定める率を乗じて算出した退職金を支給する。
　　　　　１．死亡

　　　　　２．業務上の事由による傷病

　　　　　３．やむを得ない業務上の都合による解雇
　　　　　４．定年
（支給額その２）
第３条　　従業員が次の事由により退職する場合は、退職時における各人の本給に勤続年数に応じて別表の支給基準率のＢ欄に定める率を乗じて算出した退職金を支給する。

　　　　　１．自己都合

　　　　　２．業務外の事由による傷病

　　　　　３．就業規則第　　条第　　号から第　　号までの事由による解雇
（受給権者）
第４条　　従業員が死亡した場合の退職金は、死亡当時、本人の収入により生計を維持していた遺族に支給する。

　２　　　前項の遺族の範囲および支給順位については、労働基準法施行規則第４２条から第４５条の定めるところを準用する。

（勤続年数の算出）
第５条　　勤続年数は入社の日から起算し、退職の日までとする。

　２　　　勤続年数の１年未満は、月割とし、１ヶ月未満は１ヶ月とする。

　３　　　就業規則第　　条第　　号の出向による休職期間は、勤続年数に算入し、その他の休職期間は勤続年数に算入しない。

（金額の端数計算）
第６条　　退職金の最終計算において、円未満の端数があるときはこれを切り上げる。

（退職金支給の制限）
第７条　　次の者については退職金を支給しないか、または減額することがある。

　　　　　１．就業規則第　　条に定める懲戒規程に基づき懲戒解雇された者
　　　　　２．退職後、支給日までの間において在職中の行為につき懲戒解雇に相当する事由が発見された者
（支給時期）
第８条    退職金の支給は退職または解雇の日から９０日以内にその全額を支払う。
（退職功労金）
第９条　　在職中に勤務成績が優秀であった者、および特に功労のあった者に対しては功労金を支給することがある。なお、その額についてはその都度定める。
（退職金共済契約の適用）
第１０条　賃金の支払の確保等に関する法律により退職手当の保全措置を要しないものとされる中小企業退職金共済法による退職金共済契約等に基づいて、退職金の支給を受ける場合には、その金額を第２条または第３条に定める退職金の額より控除するものとする。
　附　　則

　　１．　この規程は、昭和　　年　　月　　日より実施する。

　　２．　この規程は、平成　　年　　月　　日より改訂実施する。
　　３．　この規程を改廃する場合には、従業員代表者の意見を聞いて行う。
「新・実力給と業績年俸制のすすめ」

　　　　　鬼木　春夫　著　より
別表

	勤続　年数
	支給基準率
	勤続　年数
	支給基準率

	
	A
	B
	
	A
	B

	１
	－
	－
	２１
	16.5
	14.85

	２
	－
	－
	２２
	17.5
	15.75

	３
	1.5
	0.75
	２３
	18.5
	16.65

	４
	2.0
	1.0
	２４
	19.5
	17.55

	５
	2.5
	1.5
	２５
	21.0
	21.0

	６
	3.0
	1.8
	２６
	22.0
	22.0

	７
	3.5
	2.1
	２７
	23.0
	23.0

	８
	4.0
	2.4
	２８
	24.0
	24.0

	９
	4.5
	2.7
	２９
	25.0
	25.0

	１０
	5.5
	3.85
	３０
	26.0
	26.0

	１１
	6.5
	4.55
	３１
	27.0
	27.0

	１２
	7.5
	5.25
	３２
	28.0
	28.0

	１３
	8.5
	5.95
	３３
	29.0
	29.0

	１４
	9.5
	6.65
	３４
	30.0
	30.0

	１５
	10.5
	8.4
	３５
	31.0
	31.0

	１６
	11.5
	9.2
	３６
	
	

	１７
	12.5
	10.0
	３７
	
	

	１８
	13.5
	10.8
	３８
	
	

	１９
	14.5
	11.6
	３９
	
	

	２０
	15.5
	13.95
	４０
	
	


退職金支給基準率表
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